




（Lawfulness of a Lethal Operation Directed Against a U.S. Citizen Who Is a 







島のアルカイダ（Al-Qaeda in the Arabian Peninsula: AQAP）」の上級指導者
であり，アメリカ国籍をもつアンワル・アウラキ（Anwar al-Aulaqi）の存在
ⅰ 全文については，see JAMEEL JAFFER, THE DRONE MEMOS: TARGETED KILLING, 





















害作戦への連邦刑事法及び合衆国憲法の適用可能性（Applicability of Federal 
Criminal Laws and the Constitution to Contemplated Lethal Operations 











ⅱ 一部がマスキングされた全文については，see id. at 74‒117.
ⅲ Al-Aulaqi v. Obama, 727 F. Supp. 2d 1 D.D.C. 2010 .

























ⅳ See JAFFER, supra note 1, at 167.
ⅴ New York Times Co. v. U.S. Dep’t of Justice, 756 F.3d 100 2d Cir. 2014 .
ⅵ H. L. POHLMAN, U.S. NATIONAL SECURITY LAW: AN INTERNATIONAL 
PERSPECTIVE 225 2019 .
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される可能性を当然にもちうるということになろう（vii）。
　従って，アメリカによる「標的殺害」作戦の当否についての議論とは別個








































れるグループが含まれる。See Hamlily v. Obama, 616 F.Supp. 2d 63, 74‒75 D.D.C. 
2009 （拘禁する権限は，「戦争法の下で理解される用語としての『共同する戦闘員』
を意味する」「連携勢力」にも及ぶ）.

















































ことを大統領に授権している。See Authorization for Use of Military Force 







Harold Hongju Koh, Legal Adviser, U.S. Department of State, Address to the 
Annual Meeting of the American Society of International Law: The Obama 
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とができる，と判示している。See Hamdi, 542 U.S. 507, 518 2004  plurarity 
opinion ; id. at 587, 597 Thomas, J., dissenting ; Ex parte Quirin, 317 U.S. at 
37‒38. 軍事的な拘禁を行うことと同様に，そのような敵兵力に対する殺傷力の
行使は，「戦争に付随する重要な事柄」である。See e.g., General Orders No. 
100: Instruction for the Government Armies of the United States in the Field 
¶15 Apr. 24, 1863 （「軍事的必要性は，武装した敵の生命もしくは手足を
直接的に破壊することをすべて許容する」） emphasis omitted ; International 
Committee of Red Cross, Commentary on the Additional Protocols of 8 
June 1977 to the Geneva Conventions of 12 Aug. 1949 and Relating to 
the Protection of Victims of Non-International Armed Conflicts Addtional 
Protocol II  § 4789 1987（「軍隊もしくは武装したグループに属している者は，
いつでも攻撃を受ける」）; Yoram Dinstein, The Conduct of Hostilities Under 

















紛争の一部を構成することになるであろう。See John O. Brennan, Assistant 
to the President for Homeland Security and Counterterrorism, Remarks at 
the Program on Law and Security, Harvard Law School: Strengthen Our 








る。See e.g., Letter for the Speaker of the House of Representatives and the 




けて戦闘に備えた部隊を展開した」ことを報告した）; Bensayah v. Obama, 610 
F.3d 718, 720, 724‒725, 727 D.C. Cir. 2010 （ボスニアでアメリカに身柄を引き
渡された個人について，政府が彼はアルカイダの構成員であったということを
立証する場合，彼の拘禁は許容されると結論づけた）; al-Adahi v. Obama, 613 
F.3d 1102, 1
マ マ
003, 1111 D.C. Cir. 2010 （パキスタンでパキスタン当局に逮捕さ




間での長期にわたる武力行為」 Prosecutor v. Tadic, Case No. IT-94-1AR72, 
Decision on the Defence Motion for Interlocutory Appeal on Jurisdiction, ¶




唆する者もいる。Mary Ellen O’Conell, Combatants and the Combat Zone, 43 













R. Stevenson, Legal Advisor, Department of State, before the Hammarskjold 
Forum of the Association of the Bar of the City of New York May 28, 1970 , 
in 3 Vietnam War and International Law: The Widening Context 23, 28‒30 
Richard A. Falk, ed. 1972 （国際的武力紛争において，中立国がなんらかの理
由で，その領域を作戦基地として使用する一交戦当事国の軍隊による中立侵害
を阻止することができない場合，その他の交戦当事国は，同国内でその敵兵力








also, e.g., Geoffrey S. Corn & Eric Talbot Jensen, Untying the Gordian Knot: 
A Proposal for Determining Applicability of the Law of War on Terror, 81 














()2  See Prosecutor v. Tadic, Case No. IT-94-1AR72, Submission of the Government 
of the United States of America Concerning Certain Arguments Made by 
Counsel for the Accused, at 27‒28 Int’l Crim. Trib. For the Former Yugoslavia, 













See Reid v. Covert, 354 U.S. 1, 5‒6 1957  plurality opinion ; United States 
v. Verdugo-Urquidez, 494 U.S. 259, 269‒270 1990 ; see also In re Terrorist 
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アメリカ国籍をもつ個人への「標的殺害（targeted killings）」作戦を合法とする法的根拠
う負担『を含む』政府が主張する利益とを，比較衡量することによって決定
される」と説明している。Hamdi, 542 U.S. at 529 plurality opinion  quoting 






あろう。See Hamdi, 542 U.S. at 529 plurality opinion （「本件において，重大
な利益が天秤の両側におかれているということは，問うまでもない」）. 生命が
誤って剥奪されることを回避する個人の利益は，「なににも代えがたいほど強















そして，「適正手続の分析は，これらの現実を無視してはならない」Id. at 531 
plurality opinion . これらと同じ現実はまた，敵兵力のメンバーに対し「政府
がより十分な手続を与える際に直面するであろう負担」を評価する際にも検討
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ることにはならないほどのものである。Cf. Hamdi, 542 U.S. at 535 plurality 
opinion （連邦最高裁は，「実際の戦争の遂行に関する事項では軍当局の判断
に対して，最大の尊重と考慮を与え，そして…この裁量の範囲は，必然的に広





















ある。See Michael N. Schmitt, State-Sponsored Assassination in International 





Gregory M. Travalio, Terrorism, International Law, and the Use of Military 
Force, 18 Wis. Int’l L.J. 145, 173 2000 ; see also Testimony of Attorney-



















































避するという）人道性である。See, e.g., United States Air Force, Targeting, 
Air Force Doctrine Document 2‒1.9, at 88 June 8, 2006 ; Dinstein, Conduct of 
Hostilities at 16‒20, 115‒116, 119‒123; see also 2010 Koh ASIL Speech. 例え
ば，想定される市民の犠牲が，想定される軍事的利益に関連して行き過ぎた
ものとなる場合，作戦を継続することは，これらの原則とは一致しないこと
となるであろう。Chairman of the Joint Chiefs of Staff Instruction 5810.01D, 
Implementation of the DoD Law of War Program ¶4.a, at 1 Apr. 30, 2010 .
戦争法に従った作戦は，攻撃者が信頼を破ることを禁じる，背信や裏切り行
為の禁止に反することにはならないであろう。See, e.g., Hague Convention 




くは将校に対する攻撃を禁じたものでもない。See U.S. Army Mannual 27‒10, 




いても承知してはいない。See Dinstein, Conduct of Hostilities at 94‒95, 199; 
Abraham D. Sofaer, Terrorism, the Law, and the National Defense, 126 Mil. 
L. Rev. 89, 120‒121 1989 . 繰り返しとなるが，「科学技術的に進歩した武器シ
ステムが，適用可能な戦争法に従って用いられる限り，──無人航空機もしく
はいわゆるスマート爆弾のような──武器システムを武力紛争で使用するこ
とは，戦争法上なんら禁止されていない」のである。2010 Koh ASIL Speech.
さらに，この枠組みの下では，アメリカは，降伏を受け入れることができる場
合には，そうすることを求められることにもなるであろう。










決定されることを明らかにしている。Tennessee v. Garner, 471 U
マ マ
S. 1, 8 1985  





























しい主題であることはほとんどない」。Haig v. Agee, 453 U.S. 280, 292 1981 .
なぜならば，そのような事柄は，「しばしば司法府による適用を許さない基準
によって定まる」か，あるいは「執行府もしくは立法府に対し明示的に委任さ
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しくは殺害しようとする者は，1111条，1112条，及び1113条に定める刑罰に
















本質的な要素を組み込んでいると判示してきた。See, e.g., United States v. 
Wharton, 320 F.3d 526, 533 5th Cir. 2003 ; United States v. White, 51 F.Supp. 
2d 1008, 1013‒1014 E.D. Cal. 1997 . 合衆国法典18編1111条は，「謀殺」に対す
()3  See also 18 U.S.C. § 1119 a  2006 （「『アメリカ国民』とは，移民国籍法
Immigration and Nationality Act  1101条 a 項22号にいう者」と規定する 8 U.S.C. 
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アメリカ国籍をもつ個人への「標的殺害（targeted killings）」作戦を合法とする法的根拠
る刑罰を定め，「謀殺は，殺意をもった，人間の不法な殺害である」と規定す
る。18 U.S.C. § 1111 a . 1112条も同様に，「非謀殺」に対する刑事制裁を規定
し，「非謀殺は，悪意をもった，人間の不法な殺害である」と述べている。Id. 
§ 1112 a . 1113条は，「謀殺もしくは非謀殺を犯す試み」に対する刑罰を定め









いる。People v. Frye, 10 Cal. Rptr. 2d 217, 221 Cal. Ct. App. 1992 . さらに同
裁判所は，問題となっている適用除外もしくは免責事由という要素には，伝
統的に認められてきた要素が含まれると説明している。Id. at 221 n.2. その他




See, e.g., Territory v. Gonzales, 89 P. 250, 252 N.M. 1907  殺傷力のある武器を使
用した暴行を犯罪とする制定法上の「不法な」という文言について，「適用除外も
しくは免責事由のない」ものに「明らかに相当する」ものと解釈している . 例えば，






H.R. Rep. No. 107‒307, at 12 2001 .
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殺害が「正当化することができずもしくは免責しえないもの」ということを
意味する）; cf. also Rollin M. Perkins & Ronald N. Boyce, Criminal Law 56 3d 
ed. 1982 （「犯罪とはならない殺人とは，２つの殺人である。すなわち， 1 正









免責事由が援用される訴追は，当然のことながら珍しく see American Law 
Institute Model Penal Code and Commentaries § 3.03 Comment 1, at 23‒24 
1985 ; cf. Visa Fraud Investigation, 8 Op. O.L.C. 284, 285 n.2, 286 1984 ，従っ
て，裁判所が政府職員の行為に関してこの免責事由の射程を分析した判例法
は，ほとんど存在しない。それにもかかわらず，主要な学術論文やModel 
Penal Code での議論は，その正当性を明らかにしている。See 2 Wayne R. 
LaFave, Substantive Criminal Law § 10.2 b , at 135 2d ed. 2003 ; Perkins & 
Boyce, Criminal Law at 1093（「財産を盗みもしくは破壊し，実力でまた意思
に反して個人を拘束し，その身柄を監禁し，あるいはその生命を奪いさえする
ように，場合によっては犯罪となるような行為は，適切な公的機関によって
行われる場合には，犯罪とはならない」）; see also Model Penal Code § 3.03 1
a , d , e , at 22‒23（とりわけ，行為が，「公職者の責務もしくは職務を定義
する法」，「軍務もしくは戦争の合法的な遂行を規律する法」，あるいは「公的
義務を課す法のあらゆる規定」「によって要求されもしくは授権される」場合
の免責事由の法典化を提唱する）; National Commission on Reform of Federal 
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アメリカ国籍をもつ個人への「標的殺害（targeted killings）」作戦を合法とする法的根拠















に，刑事法上の禁止を定めることになるかもしれない。See, e.g., Nardone v. 










した，というものなのである。Cf. id. at 384（連邦の刑事法は，次のような場
合には，授権された公職者の行為を除外するものとして解釈されなければなら
ない。それは，そのような解釈が，「例えば，犯人を追跡する警官もしくは警





















図を識別するために慎重かつ個別に吟味されなければならない。See generally, e.g., 
Nardone, 302 U.S. 379; United States Assistance to Countries that Shoot Down 
Civil Aircraft Involved in Drug Trafficking, 18 Op. O.L.C. 148 1994 ; Application 




そうとするものであった。See 137 Cong. Rec. 8675‒76 1991  statement of Sen. 
Thurmond . この抜け道は，ここで問題となっているような授権された作戦とは無
関係である。実際に，1119条の制定以前には，（アメリカの特別裁判権及び海事裁











e.g., 2 Paul H. Robinson, Criminal Law Defenses § 148 a , at 208 1984 （「軍
判権の外にある）外国でアメリカ国民を殺害することを明示的に犯罪とする唯一の
連邦制定法のみが，テロリストの攻撃からアメリカ人を保護することに特別の配












Rec. 4491, 4507 1995 （大統領の命によってこの規定を提案したバイデン上院議員
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当局が軍隊を規律する法律もしくは戦争行為に依拠する場合」，刑事法に違反
する行為は，正当化され，従って不法とはならない）; 2 LaFave, Substantive 
Criminal Law § 10.2 c , at 136（「公的責務という抗弁がもつまた別の側面と
は，行為が，『軍隊を規律する法もしくは合法的な戦争行為』によって要求さ













合には，謀殺を犯したことになるのである。2 LaFave, Substantive Criminal 
Law § 10.2 c , at 136; see also State v. Gut, 13 Minn. 341, 357 1868 （「戦争の
最中やその遂行に際して外国の敵兵を殺害することが合法であるということ
は，否定できない。しかし，そのような敵が降伏した後，とりわけ収監された
場合に殺害することは，謀殺にあたる」）; Perkins & Boyce, Criminal Law at 
()9  See also Frye, 10 Cal. Rptr. 2d at 221 n.2（「死刑の執行もしくは戦時における敵
の殺害のような正当な公的機関による殺人」を，殺人は「不法な」殺害であるとす
るカリフォルニア州法の下では「不法」にはあたらない正当化可能な殺害の例とす










の観念に依拠している。See United States Assistance to Countries that Shoot 
Down Civil Aircraft Involved in Drug Trafficking, 18 Op. O.L.C. 148, 164 
1994 （民間航空機を故意に破壊することを禁止し，場合によってはアメリカ
政府の行為に対しても適用される1984年航空機の破壊に関する法律 Aircraft 





た結論を変えるものではない。先に説明したように see supra at 3 ，連邦最高
裁は，アメリカ軍は，敵兵力を構成するアメリカ市民に対して合憲的に武力行
使することができる，と判示した。See Hamdi, 542 U.S. 518 2004  plurarity 
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は，「アメリカ政府に雇用されもしくはアメリカ政府の代理として行動するい
かなる個人も，暗殺に従事しもしくはその共謀を行ってはならない」と定め







　戦争犯罪法 War Crimes Act, 18 U.S.C. § 2441 2006 は，アメリカ軍のメ
ンバーもしくはアメリカ人が，「戦争犯罪を犯す」ことを連邦の犯罪としてい
る。Id. § 2441 a . この白書で論じてきたような作戦に唯一適用されるかもしれ
ない2441条は，次の場合に，「ジュネーブ条約共通３条に対する重大な違反」
を犯すことを戦争犯罪としている。すなわち，その違反が，「国際的性質をも












もたらすあらゆる行為である。18 U.S.C. § 2441 c .








を失った hors de combat 場合に限って，『敵対行為において積極的な役割を
果たしていない』とみなされるのであって，単なる戦闘の中断では不十分で
ある，ということを明らかにするものである」。International Committee of 
the Red Cross, Interpretive Guidance on the Notion of Direct Participation in 
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